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Abstract
 
Government document control issues drawing people’s attention nowadays remind us of ringi
 
system (ringi-sei)problems in Japanese organizations. This paper examines the implications of
 
research history of ringi system in business and public administration after World War II in
 
Japan. In comparisons and contrasts of Kiyoaki Tsuji’s and Seiichi Inoue’s explanations of ringi
 
system in public administration, the discontinuity between their signature snapshot studies
 
discussed in reference to organized investigation of it in business administration.
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１．はじめに
戦後日本官僚制を与件として公文書管理史の叙述を試みようとすると研究上多数の困難があるが，
稟議制の動態はその１つに数えられる．
近年大学レベルの行政学教科書における稟議制の説明は，辻清明（1969）「日本における政策決定過
程――稟議制に関連して」と井上誠一（1981）『稟議制批判論についての一考察：わが国行政機関にお
ける意思決定過程の実際』の２つの論説・論考の対比に基づいて記述されることが多い（西尾勝 2001；
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今村都南雄・武藤博己ほか 2009；真渕勝 2009；西尾隆ほか 2012）．
行政学における稟議制論は，現在でも河中二講（1962），辻清明らによる論考の影響下にある．同時
に井上の論考が行政の「実際」を説明するものとして通説化したと言えよう（今村都南雄・武藤博己
ほか 2009）．
行政学における稟議制論と関連して，行政史研究者の困惑は２点ほどある．第１は辻と井上の論考
の隔たりである．これについて西尾勝（2001）は「辻清明の稟議制論はいくつかの点で大きな事実誤
認をしていた」?と説明している．では，なぜ辻は「事実誤認」したか．翻って井上の論考で通説化し
た稟議制の「実際」はいつどのように形成されたか．第２は両者があまり触れていない稟議制と文書
管理の関係と係わる．稟議制は日本の組織における意思決定方式であると同時に文書処理方式でもあ
ると説明される（西尾勝 2001）．稟議制は意思決定方式の側から見ても文書処理方式の側から見ても
準則と運用の乖離が大きい組織慣行である．文書管理の側から見ると，行政組織の文書管理活動の総
体のなかで稟議制はいかなる位置を占めてきたか．文書処理方式としての稟議制を考えるとき，この
問いの意味は決して小さくない．たとえば，ファイリングシステムの導入，行政情報化や情報公開制
度への対応，記録管理（レコード・マネジメント）システムの構築，文書管理サイクルあるいは公文
書管理制度の確立など，文書管理をめぐるその時々の「新しい」課題の障壁となってきたのは，稟議
制を軸とする官庁の文書処理方式そのものと考えられるからである．公文書管理史の叙述は文献資料
を通じた実態の跡づけに難があり，この困難は官庁における文書管理活動の動態を客観的に認識する
営みを妨げてきた．同時に官庁における文書管理と係わる執務知識を必要以上に閉鎖的かつ特権的で
秘密性の高いものと誤解させる原因となってきたと考えられる．
筆者は上述の２つの困惑に，いますぐ直接応答することはできそうもない．しかし，行政学におけ
る稟議制論の言説を辿ることで，２つの困惑が研究上・実務上のどのような亀裂から構成されるかに
ついては若干言及できそうである．本稿はそれを明らかにするための予備的考察である．
具体的には，公文書管理史に対する理解を深めていくために，経営学と行政学の稟議制論に注目す
ることで，稟議制理解の系を抽出できるのではないか．経営学と行政学の研究者たちは稟議制に関し
て（a）どのような問題意識で，（b）（稟議制の）どのような側面を対象として，（c）どのような叙述
を行ってきたか，を素描する．これによって，現在の関心から稟議制と文書管理（公文書管理）をめ
ぐる課題に対して行政史的な論点整理を行う道筋がみえてくるのではないか．以下，戦後日本経営学
における稟議制言説の推移，戦後日本行政学における稟議制言説の推移について叙述したい．
２．戦後日本経営学における稟議制研究
戦後日本の社会科学において稟議制に関して実態調査を踏まえた言説を形成したのは経営学であっ
た．行政学の領域でたびたび言及される研究者は山城章と小野豊明の２人である．
小野豊明（1980）は「日本的経営の特色として，終身雇用と年功制と企業別労働組合がとりあげら
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れるのが常ですが，それらは雇用慣行であり，労使関係の問題でして，これらを含めて企業の意思決
定に関するマネジメントの特色といえば，稟議制度以外ないでしょう」?と述べている．
小野は「稟議制度の研究に気づいたのは，いつ頃でしたか」と取材者から問われ，次のように答え
ている．
昭和二四年の秋でした．旧王子製紙が過度経済力集中排除法で三つに分割され，私は十条製
紙の総務部副部長兼総務課長になったのが二四年の八月です．稟議書の取扱いは総務課長の所
管事項だったのです．毎日毎日，稟議書を回布したり，その結果を連絡しながら，会社の重要
な仕事の大部分が稟議中心に動いていることに気づいたのです．しかも，稟議書をめぐって，
毎日のようにトラブルが起る．「あの稟議は今どこを廻っているか」，「あれはまだ決裁されない
か」という照会が殺到し，その行方を探したり，審査の状況をチェックするのに相当な時間と
人がかかっていました．稟議書がまず円滑に進達されることをはからなければならないと感じ
て，他社の調査にとりかかったのが二六年です．
しかし，当時稟議を制度化している会社をみつけるのに苦心しました．やっと二〇社みつけ，
戸田（忠一）さんの援助をえて，アンケート調査とインタビューを行いました．なかでも一番
制度化されていたのが東京電力でした?．
山城章は社団法人企業研究会の研究グループ代表者として稟議制研究をリードした．企業研究会の
分科会活動の１つとして経営管理委員会は1951年５月に設置され（委員長・西野嘉一郎，主査・山城
章），トップ・マネジメントの組織・機能についての検討，職務権限の研究を進めた．山城章監修・企
業研究会編で『稟議制度合理化の実例』が刊行されたのは，1956年10月である．企業研究会専務理事・
事務局長だった山田一郎は次のように研究の経緯を記している．
ところが，この「職務権限」の研究を進めて行く過程において，どうしてもここにいうわが国
の企業経営における「稟議書制度」を見逃すわけにはいかないことになりました．これこそ正
しくわが国企業経営の特殊性の一つというべきものでありましょう．そして，わが国の企業経
営にふさわしい管理制度の研究ということは，まずもってこのような特殊性を究明することに
あるわけで，諸外国においても，なんらかの形で，稟議もしくは稟申という行為なり事実はあ
りましょう．しかしこの制度がかなり以前からわが国の企業経営における重要な管理制度の一
環として存続してきている事実と，その役割の特異性については，新しい観点から十二分の検
討を加える必要があることを痛感するにいたりました．果たしてこの制度は，前期的存在であ
り，管理制度の近代化もしくは合理化という見地からは根こそぎに精算されなければならぬ制
度であるかどうか，これこそ正しくわが国企業経営の特殊性に根ざすところの，きわめて有効
な，そしてまた適切な制度であるのかどうか，あるいはこれを存続せしめるとしても，これを
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より一層合理的に改善する余地がないかどうか，また，どのような結論を下そうにも，しから
ば，この制度の現状はどうであろうか，というようなことから，いろいろと研究すべき事柄に
当面しました?．
『稟議制度合理化の実例』は山城ら企業研究会の稟議制研究の第一弾というべき，１頁２段組350頁
余りの分厚い報告書であり，企業研究会会員相互の実情報告会，アンケート方式による各社の現状分
析，小委員会での討議など，稟議制に関する実証的な資料を集め，体系的にとりまとめたものである．
分科会活動の経営管理委員会常任委員会メンバーは上記西野・山城ら29名を数え，当時の日本の代表
的企業の文書課等の関係者が名を連ねていた．総論，実証的研究，実例，稟議制度の発展と動向の４
編に分けられ，各社の文書規程などの準則類から稟議書の起案から決裁に至る経路分析など豊富な情
報量を誇っている．各社横断的に稟議制の実態について，情報共有を行っている点が注目されるが，
この時期の企業にとって稟議制の実態と展望は，先の小野の証言とも共振するように，各社の将来と
係わる大きな課題であったことがうかがえる．
山城（1958）「稟議制度と管理制度」は，短い論説であるが，経営学における稟議制論の問題意識を
端的に示す．表題の通り，稟議制とマネジメントの対比は稟議制研究のエッセンスであった．
山城章監修・企業研究会編（1966）『稟議的経営と稟議制度』において，監修者の山城は次のように
記している．
本書はしたがって，根本のねらいとして，
（一）わが国にふさわしい日本的経営の確立をねらうものであり，
（二）そのため，旧来からの伝統的な事業運営方式であった稟議的経営を確実に掌握し，それ
を分析・認識し理解する努力を意図したものであり，
（三）さらに進んで，この伝統的な事業のやり方が適切なものであるか否か，それを判断する
ために世界的にひろがりつつあるマネジメント的な考え方とやり方を研究して，それら両
者を比較吟味して，それらの優劣を明らかにすることにつとめたのであるが，その研究の
成果は，マネジメント的なものがはるかに優位にあることを世界とともに承認し，原則と
してマネジメント的な方向へ前進することを努力したものであり，
（四）このマネジメント的な改善のためには，単にマネジメントの輸入翻訳研究にとどまって
はならないこと，そして外国の「マネジメント経営」であってはならないことを強く確認
し，結局，伝統の稟議的経営を漸次改善してマネジメントの方向に切り替えていくという
体質改善のやり方をとり，わが国の実情に即して根をおろしうるような，わが国的な体質
改善対策をとるべきものと考えたのである．
そして，これによって，日本的経営の確立が可能であると理解し，この線に沿って研究を進
めたのが本書の内容である?．
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稟議制に対する評価は敗戦直後と高度成長期で変化する．日本的経営を日本の高度経済成長の推進
力として評価する見解が内外の論者から表明されるに従って，経営学における日本的経営に対する評
価の力点は，否定から肯定へ，特殊から普遍へ，克服すべき対象から誇るべき伝統へ，悪徳から美徳
へ，評価の脈絡は推移したように思われる．
たとえば，友安一夫（1978）は「計画過程と日本的経営」という論考のなかで，ドラッカー「日本
的経営から学ぶもの」（Drucker 1971）を引きながら，ドラッカーの日本的経営に対する好意的評価（合
意による決定 decisions by consensus）の核心が（ドラッカー自身は「『稟議制度』という用語は一度
も書いていないが」と述べつつ）広義の稟議的意思決定に相当すると的確に理解していた．同時に，
友安の論考にはドラッカーの賞賛を，戦後日本経営学の文脈，すなわち稟議制度とマネジメントの緊
張関係という問題意識のなかで批判的に受け取る姿勢があった．
まもなく稟議制論は日本経済の成功物語を構成するパーツとなる．一般向けの経営書や通俗的な日
本文化論・日本人論において，稟議制の独自性が肯定されるようになると，成功譚の普及（実態と関
係なく，テクストがテクストを再生産する神話化のプロセス）のなかで，山城や小野が戦後の論考で
稟議制をマネジメントと対比し，その克服を指向したような，知的緊張感のある稟議制論は次第に消
滅していく．戦後生まれの青年たちにとって，稟議制はむしろ「日本の組織風土」として順応すべき
仕組みと紹介されるようになっていった?．
この分野のパイオニアともいうべき山城さえ，稟議制（日本的経営）の根底にある「日本のこころ」
を強調する論考を残している（山城章 1976）．もう１人と先人ともいうべき小野の稟議制観は山城よ
りやや冷静で，戦後の稟議制の実態を次のように把握する．
小野は稟議制の変化を３段階にわけて説明する（小野豊明 1983）．
・第１段階―稟議万能の意思決定（明治初年から昭和20年代まで）
・第２段階―管理的意思決定と執行的意思決定の分化（昭和30年代から昭和40年代まで）
・第３段階―戦略的意思決定と管理的意思決定の分化（昭和40年代以降）
である．小野によれば，稟議制が日本的経営に浸透していたのは，トップ・マネジメントによる直接
個別的統制の必要性からだった（第１段階）．やがて，企業が各種の計画・統制の制度を整備するに従っ
て，間接的で総合的なより精度の高い統制へ変わっていく．トップから末端までの職務権限が整備さ
れ，職位・責任が一応明らかとなる．経営への参加者の協働の面からも経営会議・常務会の出現によっ
てトップ・マネジメントの集団協働体制が整備される．そして管理階層別稟議手続きの規定化によっ
て，関係者間の協働体制の明確化が可能となった．さらに，小集団活動の全社的広がりは集団執務体
制の整備を促した（第２段階，第３段階）．
マネジメントの制度化によって稟議万能の意思決定からマネジメント中心の活動へ変化したのであ
る．換言すれば，組織のなかで稟議制が担っていた機能は，計画・予算などの別のマネジメント手法
と置き換えられ，次第に枠付けされ限定的に利用される体制へ移行していったということであろう．
この意味で稟議制は機能を純化されて，日本的経営の脈略のなかで限定的に利用される制度へ変化し
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ていったという見通しを，小野は戦後の経営学研究から導き出しているのである．
３．戦後日本行政学における稟議制研究
行政学における稟議制研究は，一方で，現在でも河中二講，辻清明らによる論説の影響下にあり，
他方で，稟議制の実態について包括的に説明した文献は，井上誠一の論考まで待たなければならなかっ
た．
辻の論説と井上の論考はいわば日本官僚制における稟議制の姿を写した２葉のスナップショットと
いうべきである．
よく知られているように，辻は稟議制を単なる文書管理の方式である以上に「……政府における伝
統的な重要な意思決定の方式であり，日本官僚制の組織・管理・行動形態の特色を維持する基礎といっ
てよい」?と位置づけ，「稟議制の定義は，行政における計画や決定が，末端のものによって起案された
稟議書を関係官に順次回議して，その印判を求め，さらに上位者に回送して，最後に決裁者に至る方
式である」?としている．その特色は，
⑴ 決定権も指導的地位も有しない末端の事務官が起案者として，まず稟議書を作成する．
⑵ 稟議書は，その内容に関係をもつ部局課のものが，個別に審議するのであって，関係者が
会議を開いて，討論審議することは原則でない．
⑶ 稟議書を承認する法的権限は，行政機関の長官（各省であれば大臣，企業ならば社長）だ
けであるが，普通は，この長い意思決定の過程をそのまま認めるのが慣例である．この結果，
意思決定の過程において，起案者と決定権者との間の距離が，時間的にも空間的にも極めて
長くなる．稟議制は，このような特色を有しているため「積み上げ方式」とも呼ばれている?．
ということになる．
稟議制の効用として，関係をもつすべての組織成員が参加する，決定の執行段階において関係公務
員の協力を確保しうる，稟議書が結果において記録の保存につながる，という３点をあげている．反
面，欠陥として，能率の低下，責任の分散，指導力の不足の３点をあげている．とりわけ３番目の指
導力の不足に関して，稟議制の下では上級管理者が指導力を発揮することは難しいが，同時に指導力
のない上級管理者でもその地位を維持することが可能となる，としてメクラ判の現象，スタッフ・ラ
インの区別なく部下一同をスタッフとするような「殿様方式」「家長方式」に根拠を与えていると指摘
する．
稟議制は日本官僚制と密接な関係にある．近代化・民主化を阻害する伝統的家族制度を官僚制組織
において温存する機能を果たしている．稟議制によって，日本官僚制の特徴であるセクショナリズム，
後見的な序列関係，意思決定における情実・恣意の混入が温存・促進されていると指摘する．
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稟議制の改革については，
・「行政機構刷新審議会」の改革案1949年
・「行政制度審議会」1950年
・「第一次行政審議会」1953年
・「第四次行政審議会」1959年
・内閣の方針1954年
・臨時行政調査会勧告1964年９月
における稟議制の改革案を例示しているが，いずれも具体的なかたちで実現していない，としている．
辻の稟議制論では，稟議制は日本の近代化・民主化を阻害する非合理的な組織慣行であり，日本官
僚制の改革・克服すべき核心的な対象であった．
＊
冒頭に述べたように行政史研究者を困惑させるのは，まず２葉の写真の隔たりである．辻の論説の
初出は1965年，井上の論考は1981年であり，両者のあいだには16年の年月がある．井上は辻の論説に
ついて次のように叙述する．
辻教授は，（中略）わが国の行政機関における意思決定のあり方を「稟議制」として考察され
ているのであるが，そこで述べられている意思決定のあり方は，数年前に退職するまで約15年
間農林行政の現場にあって，その意思決定過程に日々何らかの形で関与してきた―行政経験者
としての筆者の実感と，余りにも掛け離れたものであった．それが過去においては辻論文の指
摘するような一面をもっていたのが事実であるとしても，少なくとも現在の姿については，辻
論文の所説との間に大きな乖離があるように思われてならないのである??．
西尾勝は２葉のスナップショットの違いを辻の「事実誤認」と見なしている．井上の証言に従えば，
辻が1965年の論説を発表した時には，辻の稟議制論はすでに当時の官僚制の実際と適合しない考察で
あったという意味で，陳腐化していたことになる．あるいは，辻の論説は稟議制の実際からみて部分
的な理解であり，官庁における稟議制の全体像を把握し切れなかったという意味で，多くの点で「構
成の誤謬」があったということになる．
＊
井上の論考は，こちらもよく知られるように，官庁の意思決定方式には，まず稟議書型と非稟議書
型があり，稟議書型には順次回覧決裁型（法規裁量型行政処分の決定など），持回り決裁型（法令，要
綱の制定，便宜裁量型行政処分の決定など），非稟議書型には文書型として処理方式特定型（予算の概
算要求の決定，国会答弁資料の作成など），処理方式非特定型（生産者米価の政府試算の決定など），
さらに口頭型（会議への出欠席に関する決定など）があるというのである．さらに稟議型の意思決定
方式に限って，辻の論説と井上の論考の比較対照を，井上自身が表にまとめている（表１参照）．
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さて，このような問題意識で改めて辻の論文を読むと，脚注を見ていくと明らかであるが，辻自身
は官庁における稟議制そのものを主題として実態調査をしたわけではないとしても，主張の根拠を𨻶
なく提示している．この意味で辻の論考は実証的で説得力がある．
辻が稟議制論のリソースとしていたのは，外国語文献を除くと，以下の論考・報告と思われる．
・小野豊明『日本的経営と稟議制度』1960年
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表１ 稟議書型意思決定方式における二つの意思決定方式の比較
出典：井上誠一（1981）
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・山城 章『経営』1958年
・河中二講『現代の官僚制』1962年
・渡辺保男「官僚機構の構造改革」『中央公論』1961年10月号
･?国立銀行条例」（明治９年８月，太政官布告第106号）『法令全書』〔明治９年〕1876年
･臨時行政調査会第三専門部会第三分科会報告書1963年
・今井一男『官僚―その生態と内幕』1953年
･辻たちが1961年７月に実施した面接調査の結果（「大蔵・農林・自治の三省における次官から課長
までの上級公務員に対する面接調査（全部で七〇の質問をふくむ））
気づくのは次の４点である．
・先行研究となる経営学・行政学の稟議制論の主要な業績を精査している．
・行政学教科書・概説書で時々引用される稟議制の図（辻の論考では「第一図」～「第三図」）は臨
調報告書の引用である．
・今井一男の証言が稟議制論の実態の「語り」に影響を与えている．たとえば，今井一男の回顧録
に基づいて（今井が）「かつて，ある部局の長をつとめていたとき，一日に八千回以上もハンコを
押したという事実を述べている」という証言を紹介している．
・臨時行政調査会委員として辻自身が関与した1961年７月の上記面接調査からの知見を活用してい
る．具体的には，
「この数年間に，あなたの職場で事務管理の改善が行われたか」の質問に対する回答は，「非常
に行われた」一六，「多少行われた」一三三，「殆ど行われなかった」八一，「全く行われなかっ
た」一一，という数字を示している．
仮に辻が稟議制の「実際」に関して「事実誤認」をしたとすれば，臨調報告書・稟議制の図，およ
び戦前・戦中が主要な活動期だった大蔵官僚・今井一男の証言を重用した部分が，それに相当すると
推察できそうである．
少し角度を変えて，辻の論考と比較的近い時期に刊行され，辻が直接関与したと思われない資料を
参照してみよう．行政管理庁（1962）『行政監察からみた行政の問題点―監察結果の分類』である??．
同書の「はしがき」によれば，
本書は，当初，行政管理庁において，昭和31年度以降35年度末に至る間に実施した行政監察
結果を，「臨時行政調査会」準備段階における基礎資料の一環として，一応分類整理したもので
ある??．
同書の「行政運営の部」に「事務運営の改善」の章，「事務処理」の節があり，「稟議制（権限の委
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任及び代決を含む．）」や「文書管理」などの項が立てられている．井上は農林省の官僚だった．「稟議
制」について上記資料における同省をめぐる２つの指摘事項をとりあげよう??．
206 農林省農地局関係――32．８～９
農地法第73条の許可事項のうち，公用公共用以外の許可は大臣の承認事項となっているが，
農林本省段階において担当者の起案より農地局長の決裁までに要する日数は，抽出事例によれ
ば平均約40日である．このように書類の決裁に長期を要している原因は，
①起案より局長決裁まで13～14段階あり，捺印者の数も15～19の多数にわたっているが，実質
上審査またはチェックしているものは比較的少ないこと．
②これらの各ステップにおいては，会議または対外折衝等で多忙なため，机上に積まれている
期間の方が長いこと．
等である．このように決裁のステップがきわめて多いことは，処理をいたずらに遅延させるの
みならず，ひいては責任の所在も不明確になるので，決裁事務の簡素化について検討の要が認
められる．
（許認可行政監察――農林省関係?年>32・33 p.304，305）
207 農林省畜産局関係――32．９～11
草地改良事業関係各種補助金の内示，交付決定通知，送金通知及び確定通知について，起案
から施行までの平均要処理日数及び合議のための判この数をみるに，処理日数については，最
高109日，平均約29日，合議判数最高35箇，平均20箇となっている．また，合議個所数（判こ数）
と処理日数との間には特に関係がみられないが，それは，１つにはいわゆる「メクラ判」が相
当あるとみられるためである．すなわち，官庁事務における事務の文書の仕方に根本的な原因
があると思われるが，さしあたって，主要単位事務については処理手続を明確に定め，それに
基づいて処理すること，代決の範囲について検討すること，更に，決裁のスピード化のために
は，合議者から次の合議者へ移動する場合に滞留時間を短縮するように工夫することが必要で
ある．
（行政事務実態調査?年>32・33 p.247～249）
行政管理庁の指摘は，まさに辻の稟議制論を支持する事例である．ただしこれらはいずれも官僚制
の外部の顧客集団に対する許認可・補助金と係わる事務事業である．いわゆる「外部対応型」の文書
管理が要請されるもので，ルーティンとして処理されるべき事務事業が列挙されている．井上が類型
化した稟議制論で示されたような中央省庁の高度に政治的な意思決定を含まない．
前述のように，経営学における日本企業の経営研究は実態調査に基づいて，戦後の稟議制のかたち
を明らかにしようとしただけでなく，山城・小野ら研究者・実務家たちの対象への継続的な関心によっ
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て，稟議制の推移・変化を跡づける視点があった．この例を思い返すと，行政学における稟議制論は
２葉のスナップショットのあいだの変化（あるいは辻の「事実誤認」）を跡づける努力をしてこなかっ
たと考えられる．
辻が描いた稟議制の姿は事実の読み違い・見落とし，あるいは「構成の誤謬」と考えられるか．臨
調委員として稟議制の問題を考察した時に，辻が現役官僚たちにもっと詳しく質問すれば，井上の描
いたような稟議制論を描くことができたのであろうか．
井上が詳細に類型化してみせたような官庁の意思決定方式はいつどのように成立したのであろう
か．辻の稟議制論が知られる頃には日本官僚制はすでに一定の「合理性」がある意思決定方式に移行
していたのであろうか．あるいは戦前から（あるいは戦中から，あるいは敗戦直後から）官庁では井
上が描いたような意思決定方式が存在していたのであろうか．
辻の周到な論説は，稟議制論として（辻が集めることができた情報をもとにして）精度の高い考察
をしていた．辻の「事実誤認」は井上の論考をみて初めてわかるとすれば，井上が描いた稟議制の姿
は，どのように位置づけられるであろうか．戦後の，たとえば，臨時行政調査会等の各種の改革提言
を受けて，官庁が積み重ねてきた改善の末に形成されたとみる仮説をたてることもできる（改革によ
る変化）．改革提言と関係なく戦後日本の憲法構造の変化と保守政治の政策過程の力学から形成された
官庁の環境適応の姿とみることもできる（改革なき変化)??．いずれにしても辻の論説と井上の論考の
あいだに，稟議制の推移・変化の手がかりがほとんどないため，更なる調査・探索をしなければ，両
者の稟議制論の隔たりの理由はわからないのである．
４．稟議制論と文書管理論の乖離
辻の論説と井上の論考を比較対照して，行政史研究者の困惑はもう１つあげられる．稟議制は組織
の意思決定方式・文書処理方式の両者に係わる慣行である．文書処理方式としての稟議制という観点
に立つ時，稟議制と文書管理の関係を２人の論者はどのように考えていたか．
先にみた経営学の稟議制論では，山城も小野も各社の文書管理に関する規則・規程類を収集し，稟
議制が文書管理としてどのように位置づけられているか考察している．
辻の論説には明治期の国立銀行条例の規定が例示されている．稟議制が文書管理の側からどのよう
に把握されていたかについてはほとんど叙述がない．官庁の文書管理規則・規程類のなかで稟議制が
どのように取り扱われていたか言及はない．
井上の論考には，稟議制と文書管理規則との関係について，その「実際」が触れられている．
文書管理規則は，ある種の意思決定（例えば，法令の制定，許認可処分）については当然稟
議書が作成されるべきものとして，その場合における稟議書の様式を指示しているが，そもそ
もいかなる場合に稟議書を作成すべきかについて一般的基準を明らかにしているとは言い難
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い．また，稟議書を作成することとした場合，それを順次回覧決裁の方式で処理すべきか，持
回り決裁の方式で処理すべきか，についても，緊急の処理を要するか否かという極めて抽象的
な（従って，どのようにも解釈することの可能な）基準が示されているだけである．従って，
現在は非稟議書型の方式によって行われている政府試算米価の決定を稟議書型の方式によって
処理することとしても，文書管理規則上は何ら問題を生ずることはあり得ない．同様に，現在
は持回り決裁の方式によって処理されている要綱の制定を順次回覧決裁の方式によって処理す
ることとしても，これもまた文書管理規則上何の問題もない．
このように明瞭な基準が存在しないとすれば，特定の意思決定にあたって，関係者は任意に
その方式を選択しうるのかのように解されるかもしれないが，実際にはそのようなことはない．
実務においては，意思決定ごとに，それがいかなる方式によって処理されるべきかについての
共通の理解が，関係者の間に明らかに存在している．それは文書化されているわけではないが，
誰もそこからほとんど逸脱することはない．それは，日々の行政実務の積み重ねの中から形成
された不文の慣行的処理基準と言うべきものであって，公務員は，実務の経験を通じて，知ら
ず識らずのうちにこれに習熟するのである??．
井上の関心は意思決定方式としての稟議制にあるので，稟議制と文書管理規則がなぜ上述のような
慣行で運用されているか，またこのような慣行はどのように推移・変化してきたか，について叙述が
ない．
井上の論考を詳細に紹介した西尾勝の行政学教科書の考察を参照すると，次のような総括を行って
いる．
・稟議制は意思決定方式としても文書処理方式としても法制上の建前と運用上の実態のあいだに大
きな乖離がある．
・重要な意思決定は垂直・水平いずれの場合の意見調整であれ，会議の場で集団的に行われる．こ
れは職場における自由な意見交換を促進する側面もあるが，セクショナリズムの淵源は稟議制と
いうよりも集団的意思決定方式によって助長されている．
・すべての意思決定に官房系統組織が関与し重要な役割を演じている．
・事案について実質的意思決定がどのようなかたちで行われようと，最終的には必ず稟議書型の形
式的な文書処理がおこなわれ，組織内のヒエラルヒー構造を下から上へと秩序正しく経由するこ
とが要求される．
すなわち，
……この稟議制と呼ばれる文書処理方式は，法制上の建前と運用上の実態との乖離を繕う仕組
みとして，そしてまた職員に対して日々に繰り返し，建前上の決裁権限の所在と地位の上下関
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係を再確認させるための仕組みとして機能しているように思われる……??．
というのである．さらに西尾勝は，井上の描いた稟議制の姿を大胆に敷延して，稟議制の組織基盤に
ついて論じている．
・キャリア・ノンキャリアの身分制によって，政策立案作業を同質性の高いキャリア集団を核
とする集団的意思決定にゆだねることを可能にしたこと
・稟議制は官僚制のタテの分業，専決権限の割付構造の曖昧さを克服回避する慣行であったと
考えられること
・この微妙な意思決定方式の運用・統括する官房系統組織が発達したこと
換言すると，西尾は井上が描いた稟議制の姿に普遍性を認め，歴史的推移は別にして，井上による
稟議制論に近いかたちで（あるいはどのような初期条件からであれ，井上の稟議制論のような機能を
果たす稟議制へ近づいていくと想定して）稟議制は実態として機能してきたはずだと推論しているこ
とになろう．
＊
決裁文書が公文書だという理解は，情報公開制度，公文書管理制度など，官庁の文書管理活動に新
たな本人-代理人関係を導入しようとする試みの障害となってきた．稟議制が形成した文書管理活動が
行政文書にアクセスする市民社会の要請を阻む要因となってきた．
稟議制が形成した文書管理活動は，文書管理活動に係わる準則と実際の活動に乖離をもたらした．
執務知識として特殊性を強調することで，文書管理活動は組織の影響力の源泉となり，とりわけ党派
政治から行政活動の一貫性を保護する機能を果たしてきたと考えられるが??，官庁の文書管理活動の
閉鎖性は，文書管理活動の客観的な把握（自己認識的な文書管理活動）を阻害してきた．すなわち文
書管理，情報管理，記録管理，アーカイブズ管理など，マネジメントの専門知識との対話・交流に一
定の溝をつくってきた．とりわけ官庁における体系的な文書管理サイクルの整備を遅らせてきた．
５．おわりに
福島第一原子力発電所事故発生後，事態の深刻化のなかで東京電力は事故現場の作業員たちを「撤
退」させたいと官邸の要人たちに伝えたとされる．３月15日，東電の「撤退」方針を抑え込むため，
菅直人首相はスタッフとともに東京電力本社に乗り込んだ．福島原発のメルトダウンの経緯を詳細に
取材した大鹿靖明（朝日新聞）は東電の対応の１コマを次のように叙述する．
菅や細野たちと勝俣ら東電幹部が，対策本部の大部屋と同じフロアにある小さな会議室に
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移った後，大部屋に残された東電の面々は突如総理に具申する文面をつくりはじめた．
「いまから稟議書をつくります」と誰かが大声で叫ぶ．「総務部長，文章をつくって」．総務部
長らしき人物が「退避の件，……でいいでしょうか」と，つくった文案を読み上げる．その紙
を回して承認をとっていく．最後に社長の清水が稟議書を承認した．
この緊急時に稟議書かよ，一部始終を見ていた寺田は愕然とした．
清水がそれをもって会議室の菅のもとへやってきた．「本部機能移転について」，資料にはそ
う書かれていた．そこには「最低限の要員を残して」とあった．清水がそれをもって菅に「か
なりまずい状況なので退避させてほしい」と申し出たが，菅は「あり得ない．いまの注水を続
けてくれ」と一蹴した??．
報じられている通りであるとすれば，この出来事は稟議制が意思決定方式として官民を問わずこの
国の組織に深く根を張っている事実を改めて想起させる．
皮肉なことに，官邸を中心とする政府の対策本部は議事録を残していていなかったことが，NHKの
取材でわかり，公文書管理委員会における審議・検討に付されている．
稟議制の評価は時代状況に左右されてきた．敗戦直後から1960年代前半までは日本的組織の非能率
（非効率），無責任体系の元凶と批判され，（戦前の）旧体制の克服すべき課題と捉えられ，高度経済
成長を通して日本が先進国化・民主体制の安定が明確になるにつれて，日本の成功の要因と数えられ
た．失われた10年以降の経済・政治の迷走と不調のなかで，稟議制が名指しされることはないが，決
定できないこの国の組織の姿がクローズアップされ，年金記録問題などずさんな行政の文書管理が市
民から非難を受けている．
稟議制に言及する論説は多いが，その実態，動態，変化・推移に関する事実の特定，事実に基づい
た原理・法則の推論，換言すると，時代状況の評価に左右されない，突き詰めた因果連関的な説明は
少ない．説明が少ないだけでなく，議論に元になるデータ・文献（資料）が少ない．辻の論説と井上
の論考のように優れたスナップショットはあるが，行政史的接近によって稟議制の事実・説明・解釈
を統合した研究はほとんどないと言ってよいであろう．企業や政府など日本の組織に勤務する実務家
は稟議による意思決定方式を体験しているため（それぞれ限られた体験の範囲であるが），実感として
稟議制について何かしら知っているという気分を有しているようにみえる．稟議制に関する「語り」
が実務家の体験知と感想に左右されている面も少なくないのである．
応答的官僚制への移行が現代行政官僚制の１つの方向性であるとすれば，新たな本人-代理人関係を
前提とした文書管理活動――現用文書・非現用文書を通じた文書管理サイクルの確立――が必要とな
る．情報公開制度，公文書管理制度の確立へ向けて，官庁の文書管理活動を専門知識の側から見直し，
従来の文書管理活動を構成する要素を入れ換えながら改善・改革（あるいは変化）を求めていくこと
が重要である．稟議制そのものを日本の組織からなくすことは困難で不可能と思われるが，執務知識
や体験知の範疇にいれてブラックボックスにしておくことも望ましくないことがわかってきている．
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実体としての記録管理システムを官庁の文書管理活動のなかで確立していく課題が求められているな
らば，稟議制の行政史的接近は公文書管理史の叙述と実際の公文書管理改革に貢献するだろう．本稿
はその予備的考察として辻の論説と井上の論考を比較対照することで，論点整理を行うものである．
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１ 西尾 勝，2001．「行政学［新版］」，有斐閣，304．
２ 小野豊明，1980．「証言・日本の経営―近代化はこのように行われた―」，マネジメント社，160．
３ 小野豊明，1980．「証言・日本の経営―近代化はこのように行われた―」，マネジメント社，161．
４ 山田一郎 山城 章（1966）５-６．
５ 企業研究会（1956）iii-iv．
６ たとえば，山田雄一（1985）．
７ 辻，1969．前掲書，155．
８ 同上．
９ 辻，1969．同上書，155-157．
10 井上，1981．前掲書，１．
11 行政管理庁，1962．行政監察からみた行政の問題点―監察結果の分類（昭和37年２月25日），大蔵省印刷局．
12 同上書，１．「昭和31年４月から36年11月までの間に完成した行政監察（中央計画）報告書を，すべて対象とした」
とあり，行政監察年報，行政監察半年報，各個別報告書，行政監察月報がリソースとなっている．「ここに引用する具
体的事例の大半は，現在時点では，すでに改善され，又は改善途上にあるものであるが」という記述も見られる．
13 同上書，75-76．
14 「改革による変化」「改革なき変化」については，真渕 勝（2009）第７章による．
15 井上，1981．前掲書，11．
16 西尾，316
17 こうした観点について，Silberman（1971）が参考になる．Silbermanの論考については，本稿では立ち入らず別に
論じたい．
18 大鹿靖明，2012．「メルトダウン―ドキュメント福島第一原発事故」，講談社，131-132．この挿話は菅直人内閣にお
いて内閣総理大臣補佐官を務めた寺田学（民主党衆議院議員）の証言に基づくもので，他のメディアもほぼ同種の内
容を伝えている．
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